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中央環境審議会 自然環境・野生生物合同部会

生物多様性国家戦略小委員会（第３回）

国土の再構築

平成19年6月26日

事務局長 関 健志

2（出典）United Nations(2005年):World Population Prospect The 2004 Revision、国立社会

保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成18年12月推計）」等をもとに作成

世界は人口爆発
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日本は人口急減
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（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成18年12月推計）」等をもとに作成

生産年齢人口 高齢化率
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・現在約66.6%の生産年齢人口は、
2050年代に約50%にまで低下、
以後この水準が長期間継続

・現在約20%の高齢化率は、2050
年代に40%に達し、以後この水準
が長期間継続
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過疎化・耕作放棄等の影響による
大型哺乳類の分布域拡大

(出典)環境省生物多様性センター

ニホンジカ 約1.7倍 ニホンザル約1.5倍 イノシシ約1.3倍
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① 災害を減らし、さらに自然を取り戻す (撤退その1)

撤去後のイメージ

(出典)「平成17年度国土交通白書」をもとに作成

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

兆円

新設（充当可能）費

災害復旧費

更新費

維持管理費

見通し

増え続ける土砂
災害危険箇所

自然を破壊しつつ砂
防ダムなどの防災施設
整備が進められてきた。
しかし、住宅などの新規
立地により、土砂災害
の危険箇所は、減るど
ころか増え続けてきた

→配布資料2

社会資本に使うことができるお金

2022年度以降、現在の
社会資本ストックを全て
維持管理・更新していく
ことはできなくなる。
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② シュリンキング・ポリシー

(縮合政策／郊外における自然的空間の再生 → 撤退その2)

400名東京都
人口が減る時代の新しいまちのかたち

～自助・共助・公助への提案～
2006.11.21

400名東京都
新時代に向かう世界、たたずむ日本
～新しい政策シュリンキング・ポリシー～

2005.11.17

500名東京都
世界は変わる・日本も変わる
～持続可能な自立した自治体へ～

2004.11.15

400名東京都
持続可能な自治体づくりへの新しい提案

～不安から自信へ～
2003.11.6

参加者開催地タイトル開催年月日

シュリンキング・ポリシー普及のため、

日本生態系協会が主催してきた国際シンポジウム

(出典)ドイツ・フランクフルト・オーダー市長提供資料、（財）日本生態系協会「 シュリンキング・ポリシー国際シンポジウム(2005.11)報告書」より

郊外部の建築物を撤去しているところ 撤去後の様子 (自然的空間を再生)



7

③ 自然再生の推進

300名石垣市
美ら海の再生

～美ら島の発展カギを握る母なる大地、赤土～
2004.3.5

－京都市
第3回世界水フォーラム登録セッション

～川の自然再生～
2003.3.20～

21

２日間
計500名

東京都～川の自然再生 第３回世界水フォーラムに向けて～
2002.9.17～

18

350名高知市川の自然再生に向けて2002.3.8

300名札幌市～川の自然再生 日本の世界の川が変わる～2001.11.4

500名東京都
都市の再生 川の再生

～おもしろくなってきた公共事業～
2001.11.1

参加者開催地タイトル開催年月日

自然再生推進のため、日本生態系協会が主催してきた国際シンポジウム

以前はこのように平坦な麦畑にされていた

(関東平野を流れる荒川の事例)

自然再生 約3年半後の様子
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④ エコロジカル・ネットワークの推進

オランダの全国エコロジカル・ネットワーク計画図

(出典)Graham Bennett, Institute for European Environmental Policy (1991):Towards a 
European Ecological Network.,（財）日本生態系協会訳「エコロジカル・ネットワーク～環境軸
は国境を越えて～」(1995年)

500名東京都
エコロジカルネットワークシンポジウム
～生態系の危機 挑戦と課題～

1995.11.6

450名仙台市
エコロジカルネットワークシンポジウム

～杜の都から世界へ 自然と共生する豊かなまち
づくり～

1995.11.2

500名東京都
ビオトープシンポジウム

～日本型ビオトープネットワークの展望 市民・
行政・ＮＧＯの役割～

1994.10.6

500名熊本市
水と緑 自然と共生するまちづくりシンポジウム

～ドイツの取り組み～
1994.10.3

500名東京都
ビオトープネットワークシンポジウム
～都市・農村・自然の新秩序～

1993.10.6

500名大阪市
ビオトープネットワークシンポジウム
～都市・農村・自然の新秩序～

1993.10.1

参加
者

開催地タイトル開催年月日

エコロジカル・ネットワーク推進のため、

日本生態系協会が主催してきた国際シンポジウム
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国土計画とエコロジカル・ネットワーク
～ドイツ・シュレースヴィヒ＝ホルシュタイン州の計画制度～

ランドスケープ計画制度

市町村レベル

生物多様性保全の観点から
地域レベルで重要な地域

縮尺1:25,000

地域計画
縮尺1:100,000

ランドスケープ基本計画
縮尺1:100,000

生物多様性保全の観点から
市町村レベルで重要な地域

縮尺1:5,000

土地利用計画 ランドスケープ計画
縮尺1:5,000

総合計画制度

州レベル

地域レベル

生物多様性保全の観点から

州レベルで重要な地域
縮尺1:250,000

エコロジカル・ネットワーク

州国土整備計画
縮尺1:250,000

ランドスケープ･プログラム
縮尺1:250,000

(出典)平成13年11月20日中環審自然環境・野生生物合同部会生物多様性国家戦略小委員会配布資料を一部改変

10
(出典)平成13年11月20日中環審自然環境・野生生物合同部会生物多様性国家戦略小委員会配布資料を一部改変

図示した地域を、自然環境の法定計画に
反映させる

国土計画にも反映させる｡ これにより、開

発部局・環境部局の各種土地利用計画
に、生物多様性保全という大目標が織り
込まれる

生物多様性保全の観点から重要な地域を
見きわめ、図示する

国土計画とエコロジカル・ネットワーク
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環境省「自然資本 百年の国づくり」(案) (H18.1.1)

(出典)環境省「自然資本百年の国づくり」(案)(H18.1.1)

12

国土交通省「国づくりの１００年デザイン」 (H15.4.4)

(出典)国土交通省「国づくりの１００年デザイン」
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⑤ 学校ビオトープ、幼稚園・保育所の敷地を生かした

園庭ビオトープの推進

現地審査の様子

発表会
の様子

整備直後の様子 2年後の様子
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これまでの受賞校一覧は「配付資料3」へ

全国学校ビオトープ・コンクールの開催
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⑥地域在来の植物による緑化推進

～国会附帯決議～

▼衆議院国土交通委員会 景観緑三法案に関する附帯決議(平成16年5月14日)

「地域の個性、特色の伸長に資する多様な景観の形成が図られるよう、失われ
つつある地域固有の景観を再生する事業の推進を図るとともに、景観の形成に当
たり、各地に残された自然環境の保全や地域在来の植物等の活用による緑化の推
進に努めること。」

▼衆議院環境委員会 特定外来生物法案に対する附帯決議(平成16年5月25日)

「政府や自治体が行う緑化等の対策において、外来生物の使用は避けるよう
努め、地域個体群の遺伝的攪乱にも十分配慮すること。」

▼参議院国土交通委員会 景観緑三法案に対する附帯決議(平成16年6月10日)

「失われつつある地域固有の景観を再生する事業の推進をはかるとともに、
各地に残された自然環境の保全や、地域在来の植物等の活用による緑化の推
進に努めること。

省庁横断的な事項として、答申、
そして国家戦略に盛り込めない
か
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⑦ 最も重要なこと－予算の確保

(出典)環境省総合環境政策局環境計画課資料をもとに作成

国の予算に占める環境保全経費の割合の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

億円

水環境、土壌環境、地盤環境の
保全

地球環境の保全

自然環境の保全と自然とのふ
れあいの推進

大気環境の保全

廃棄物・リサイクル対策

各種施策の基盤となる施策等

化学物質対策

事項別環境保全経費

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

(平成  年度)

(%)



17
(出典)平成13年11月20日中環審自然環境・野生生物合同部会生物多様性国家戦略小委員会配布資料を一部改変

生物多様性保全の基本は、土地の確保

大胆に、国家予算の相当割合を毎年
土地の確保に当てるなど、十分な財政
措置を講ずる必要があることを、答申、
そして国家戦略に明記する必要がある。

保全地域

土地取得完了

土地取得予定

土地取得予定リスト

生物多様性保
全のため重要
な地域を図示

米国フロリダ州
の事例
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国土審議会計画部会中間とりまとめ (H18.11.16)
●災害に強いしなやかな国土の形成
災害に強い国土構造へのリノベーション
●美しい国土の管理と継承
循環と共生を重視し適切に管理された国土の形成

人口減少→国土の再構築のチャンス

キーワードは、「撤退」 「自然再生」 「エコロジカル・ネットワーク」
「学校ビオトープ・園庭ビオトープ」 「地域在来の植物による緑化」

そして最も重要なことは 「予算の確保」

答申、そして国家戦略に明示


